
苫小牧市宿泊税条例施行規則をここに公布する。

令和８年８月２１日

苫小牧市長 金 澤 俊

苫小牧市規則第３２号

苫小牧市宿泊税条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、苫小牧市宿泊税条例（令和８年条例第３号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で使用する用語の例による。

（宿泊料金）

第３条 条例第２条第５号の規則で定める金額は、宿泊者が宿泊に関して宿泊施

設に支払うべき金額（当該宿泊に対する補助金、助成金その他の当該宿泊者以

外の者が当該宿泊に関して当該宿泊施設に支払う金額を含む。）から次に掲げ

る額を除いた金額とする。

⑴ 宿泊に伴い提供される飲食、遊興、施設（客室及び居室を除く。）の利用

その他これらに類する行為の対価に相当する額

⑵ 消費税、地方消費税、入湯税その他の税の額に相当する額

⑶ 立替金その他宿泊の対価としての性格を有しないものに相当する額

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が宿泊の対価としての性質を有しないと

認めるものに相当する額



（特別徴収義務者の指定）

第４条 市長は、条例第９条第２項の規定による指定をするときは、宿泊税特別

徴収義務者指定通知書（様式第１号）により、当該特別徴収義務者に通知しな

ければならない。

（申告納入）

第５条 条例第１０条の規定による納入申告書の提出は宿泊税納入申告書（様式

第２号）により、同条の規定による納入は宿泊税納入書により、それぞれ行う

ものとする。

２ 前項の提出及び納入は、宿泊施設ごとに行わなければならない。ただし、市

長が特別の理由があると認める場合は、この限りでない。

（特別徴収義務者の申告）

第６条 条例第１２条第１項の規定による申告は、宿泊税経営申告書（様式第３

号）により行うものとする。

２ 市長は、前項の申告書を受理したときは、当該申告書を提出した者に対し、

宿泊税特別徴収義務者申告受理通知書（様式第４号）を交付するものとする。

３ 条例第１２条第２項の規定による申告は、宿泊税経営申告事項異動申告書（様

式第５号）により行うものとする。

４ 条例第１２条第３項から第５項までの規定による届出は、宿泊施設経営休止・

再開・廃止届出書（様式第６号）により行うものとする。

（納税管理人の申告等）

第７条 条例第１３条第１項の規定による納税管理人の申告又は承認の申請は、

宿泊税納税管理人申告（承認申請）書（様式第７号）により行うものとする。

２ 市長は、前項の規定による承認の申請があったときは、その承認又は不承認

を決定し、申請者に対し、宿泊税納税管理人承認（不承認）通知書（様式第８

号）により通知するものとする。



３ 条例第１３条第２項の規定による認定の申請は、宿泊税納税管理人選任免除

認定申請書（様式第９号）により、同項の規定による異動の届出は、宿泊税経

営申告事項異動申告書により行うものとする。

４ 市長は、前項の規定による認定の申請があったときは、その認定又は不認定

を決定し、申請者に対し、宿泊税納税管理人選任免除認定（不認定）通知書（様

式第１０号）により通知するものとする。

（徴収不能額等の還付又は納入義務の免除）

第８条 条例第１５条第２項の規定による申請は、宿泊税徴収不能額等の還付・

納入義務免除申請書（様式第１１号）により行うものとする。

２ 条例第１５条第４項の規定による通知は、宿泊税徴収不能額等の還付・納入

義務免除決定（却下）通知書（様式第１２号）により行うものとする。

（更正及び決定の通知等）

第９条 地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第７３３

条の１６第４項及び条例第１６条の規定による通知及び告知は、宿泊税更正・

決定通知書（様式第１３号）により行うものとする。

（更正の請求）

第１０条 法第２０条の９の３第３項に規定する更正請求書は、宿泊税更正請求

書（様式第１４号）とする。

（関係帳簿書類の電磁的記録による保存等）

第１１条 条例第１８条の規定による関係帳簿書類に係る電磁的記録の備付け及

び保存については、次項に定めるものを除き、北海道宿泊税条例施行規則（令

和７年北海道規則第６３号。以下「道規則」という。）の規定の例による。

２ 条例第１８条第３項に規定する規則で定める関係書類は、棚卸表、貸借対照

表及び損益計算書並びに計算、整理又は決算に関して作成された書類とする。

（関係帳簿書類の電子計算機出力マイクロフィルムによる保存等）



第１２条 条例第１９条の規定による関係帳簿書類に係る電子計算機出力マイク

ロフィルムによる備付け及び保存については、道規則の規定の例による。

（賦課徴収の方法の特例）

第１３条 条例第２３条第１項の場合における宿泊税及び道宿泊税の賦課徴収に

ついては、法第１７条の２第２項から第５項まで、第４１条第３項及び第４２

条第２項の規定の例による。

（賦課徴収）

第１４条 宿泊税の賦課徴収については、法令、条例、苫小牧市税条例（昭和２５

年条例第２４号）又はこの規則に定めるもののほか、苫小牧市税条例施行規則

（昭和４１年規則第３号）の定めるところによる。

附 則

１ この規則は、令和９年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は令和８

年９月１日から施行する。

２ 条例附則第３項の規定により条例の施行前において行う特別徴収義務者の指

定その他宿泊税を徴収するために必要な準備行為については、この規則に規定

する手続の例による。


